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博士学位博士学位博士学位博士学位論文「論文博士」論文「論文博士」論文「論文博士」論文「論文博士」
 

 

論文博士（乙号）の学位を申請する場合は、学位規程および各専攻の論文審査に関する内規を熟読の

上、申請してください。 

経済学専攻、経営学専攻、社会学専攻、社会福祉学専攻、心理学専攻は内規のほかに定める基準等があ

るので、申請の前に大学院事務室に確認してください。 

 

〈明治学院大学学位規程抜粋〉〈明治学院大学学位規程抜粋〉〈明治学院大学学位規程抜粋〉〈明治学院大学学位規程抜粋〉    

（博士の学位授与の要件） 

第８条 博士の学位は，大学院の博士課程を修了した者に授与するものとする。 

２ 前項に定める者のほか，博士の学位は，本学の定めるところにより，大学院の行う博士論文の審査

に合格し，かつ，大学院の博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することを確認された者にも

授与することができる。 

 

（課程による者の博士学位申請論文の提出） 

第９条 本学大学院において，所定の課程を終えて，博士の学位を受けようとする者は，論文審査願に

論文目録，論文要旨および履歴書各1通を添え，当該研究科を経て，学長に提出するものとする。学位

論文は1編とし，3通を提出しなければならない。 

 

（課程を経ない者の博士学位申請論文の提出および審査手数料） 

第10条 第8条第2項により博士の学位を請求しようとする者は，前条第1項に掲げる書類のほかに所定の

学位申請書および審査手数料を添え，関係研究科を経て，学長に提出しなければならない。 

２ 本学大学院の博士課程を最短修業年限以上在学して所定の単位を修得または必要な研究指導を受け

たのみで退学した者が，再入学せず論文を提出しようとするときは，前項の規定によるものとする。

ただし，退学したときから5年以内に提出する場合にかぎり，審査手数料を免除する。 

３ 前各項に基づく博士学位を申請する者に対する審査手数料は次の各号による。 

(1) 本学の大学院博士後期課程に3年以上在学し，所定の単位を修得または必要な研究指導を受け退

学した者が退学後5年を経て論文を提出する場合                                     

100,000円 

(2) 本学の大学院博士後期課程を経ない者が論文を提出する場合                     

200,000円 

(3) 本学の専任教職員が論文を提出する場合                              

100,000円 

４ 既納の審査手数料は，返還しない。 

 

〈博士学位申請および博士論文提出について〉〈博士学位申請および博士論文提出について〉〈博士学位申請および博士論文提出について〉〈博士学位申請および博士論文提出について〉    

 

１．提出書類１．提出書類１．提出書類１．提出書類    

本学学位規程第 10条によって、博士学位論文を提出する場合は次の書類を当該研究科を経て学長に提出

しなければならない。 

 

１．博士論文審査願・・・・・・・様式４ 

２．学位申請書・・・・・・・・・様式５または様式５－２ 

３．博士論文目録・・・・・・・・様式６ 

４．学位論文・・・・・・・・・・３部 

５．論文要旨（日本語・英語）・・各３部 

６．履歴書・・・・・・・・・・・様式７ 

７．住民票またはパスポートのコピー 

８．最終学歴の修了証明書または在学期間証明書（満期退学証明書） 

９．審査料
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２．２．２．２．論文および論文要旨の作成様式論文および論文要旨の作成様式論文および論文要旨の作成様式論文および論文要旨の作成様式    

ａ．和文で作成する場合 

１．文書作成ソフトを用いて作成すること。 

２．用紙は A４判を使用し、用紙左側に３㎝の余白をあける。 

３．横書きとし40字 ×40行とする（ただし芸術学専攻は縦書きも認める）。 

 ｂ．外国語で作成する場合 

（英文学専攻、芸術学専攻、経済学専攻、経営学専攻、法律学専攻、国際学専攻：英語） 

１．文書作成ソフト等を用いて作成すること。 

２．用紙は A４判を使用する。 

３． フォントは Times  New  Roman でサイズは 12 ポイントとし、行数は１ページ 25 行の設定とする。天４

㎝、左３㎝、右２㎝の余白を取る。 

（フランス文学専攻：フランス語） 

１．文書作成ソフト等を用いて作成すること。 

２．用紙は A４判を使用する。 

３．１ページ 25 行程度で、天４㎝、左３㎝、右２㎝の余白を取る。 

 ｃ．作成部数と表紙、表題紙の要領 

１．論文 

  原本１、副本２の計３部（副本は複写可）論文原本、副本の表紙は、黒の厚表紙を使用した綴じ製本とし、以

下の様式とする。 

 
（表紙） （表題紙） 

 
和文題目 

 
英文題目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

 
 

                       氏名 

                      ローマ字 

 

 

 
 

 

 

２．論文要旨 

 

※１

教員の職位に応じて記入 

教 授 Professor 

准 教 授 Associate Professor 

専任講師 Junior Associate Professor 

日本語と英語（フランス文学専攻は日本語とフランス語）で作成し、それぞれ原本１、副本２の計３部（副本

は複写可）とする。 

日本語の論文要旨の字数は8,000字以内とする（英語・フランス語の字数は特に定めない）。論文要旨の表紙に

は、題目（日本語）欄の下に「論文要旨」と明記する。 

 

 

 

 

 

明治学院大学大学院＿研究科提出

博士論文 

 

             A Dissertation Presented to 

              Graduate School of＿_＿_， 

Meiji Gakuin university， 

 for the Degree of 

Doctor of ＿＿＿＿＿＿ 

 

20 年 月 

＿＿＿，20＿＿ 

 

 

 

 

 

論文指導教員 ＿＿＿＿＿教授

※１ 

Approved by Professor ＿
 

＿＿＿ 

 

 

 

 

明治学院大学大学院（ ）研究科 

Graduate School 

of（ ） 

Meiji Gakuin University 

20 年 月 

＿＿＿,20＿＿ 

○○○○ 

＿＿＿＿＿ 

○○○○ 

＿＿＿＿＿ 
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文学研究科英文学専攻博士学位（論文博文学研究科英文学専攻博士学位（論文博文学研究科英文学専攻博士学位（論文博文学研究科英文学専攻博士学位（論文博

士）申請論文審査に関する内規士）申請論文審査に関する内規士）申請論文審査に関する内規士）申請論文審査に関する内規    

 

（目的） 

第１条 この内規は、明治学院大学大学院学則および明治学院

大学学位規程に基づき、博士の学位（論文博士）を授与する

にあたり、学位論文審査について必要な事項を定めることを

目的とする。 

（論文博士学位論文の提出資格要件） 

第２条 論文博士学位論文を申請しようとする者は、英文学専

攻教員１名（この教員が申請者の担当指導教員となる）の推

薦のもとに英文学専攻会議で承認を得なければならない。た

だし、本専攻博士後期課程を経ている者については、専門領

域に関して発表された論文を３編以上有していること。また

本専攻博士後期課程を経ていない者については、本専攻博士

後期課程を経た者と同等以上の学力と識見があり、専門領域

における研究者としてふさわしい研究業績を有していること。 

（論文計画書の提出） 

第３条 学位論文提出予定者は、論文計画書（書式自由）を英

文学専攻会議に提出し承認を得なければならない。 

（学位論文提出期限） 

第４条 学位論文提出期限は特に定めない。 

（論文原稿提出および予備審査） 

第５条 論文計画書の承認を受けた者は、提出予定の完成原稿

（英語）３部および論文要旨（英語と日本語）３部を担当指

導教員に提出し、予備審査委員による審査を受けなければな

らない。予備審査委員の判断に基づき英文学専攻会議で承認

された場合のみ、学位論文を最終的に提出できる。予備審査

委員は担当指導教員が中心となって構成され、英文学専攻会

議の承認を受けなければならない。予備審査委員の人数は任

意とする。 

（論文の作成様式） 

第６条 学位論文の執筆言語は英語とする。その他の規定につ

いては、『明治学院大学大学院要覧』「博士学位論文」の当

該箇所を参照するものとする。 

（論文計画書以外の必要書類提出） 

第７条 論文計画書以外の必要書類を提出するにあたっては、

『明治学院大学大学院要覧』「博士学位論文」の「論文博士」

の当該箇所を参照するものとする。 

（審査期間） 

第８条 論文提出後、１年以内に審査を終了しなければならな

い。 

（審査員の選出および審査報告） 

第９条 専門審査委員は、学位論文が最終的に提出され学長よ

り審査付託を受けたのち、英文学専攻会議において選出され、

直ちに文学研究科委員会において承認されることを要する。

専門審査委員は、主査１名および副査２名の３名で構成する。

審査は口述試験を行ったのち専門審査委員が、その結果を、

英文学専攻会議を経て文学研究科委員会へ文書をもって報告

しなければならない。 

（学位審査基準） 

第10条 学位論文審査基準については、以下の７項目を定める。 

(1) 研究テーマ及び問題設定が明確であり、高度な学術的

な意義を有していること。 

(2) 構成が妥当であり、その論旨が明解であること。 

(3) 適切な研究方法によって、先行研究・データ・例文・

資料等を的確に収集・処理し、分析・精査しているこ

と。 

(4) 研究領域における新しい学問的知見や先行研究に対す

る独自の見解を含んでいること。 

(5) 論文における文章表現力、および質疑に対する口頭で

の発表能力が十分であること。 

(6) 研究倫理を順守していること｡（明治学院大学研究倫理

基準参照） 

(7) 学位論文としての形式を備えていること。 

 

（学位授与の議決） 

第11条 学位授与の議決は、英文学専攻の学位論文審査報告に

基づき、文学研究科委員会においてなされる。 

（準用） 

第12条 この内規に定めのない事項については、明治学院大学

大学院学則および明治学院大学学位規程による。 

（改廃） 

第13条 この内規の改廃は、研究科委員会および大学院委員会

の議を経て、大学評議会の承認を得るものとする。 

付則 

１ この内規は、2016年６月24日から施行する。 

    

文学研究科フランス文学専攻博士学位（論文学研究科フランス文学専攻博士学位（論文学研究科フランス文学専攻博士学位（論文学研究科フランス文学専攻博士学位（論

文博士）申請論文審査に関する内規文博士）申請論文審査に関する内規文博士）申請論文審査に関する内規文博士）申請論文審査に関する内規    

 

（目的） 

第１条 この内規は、明治学院大学大学院学則および明治学院

大学学位規程に基づき、博士の学位（論文博士）を授与する

にあたり、学位論文審査について必要な事項を定めることを

目的とする。 

（論文博士学位論文の提出資格要件） 

第２条 論文博士学位論文を申請しようとする者は、フランス

文学専攻教員１名（この教員が申請者の担当指導教員となる）

の推薦のもとにフランス文学専攻会議で承認を得なければな

らない。ただし、本専攻博士後期課程を経ている者について

は、専門領域に関して発表された論文を３編以上有している

こと。また本専攻博士後期課程を経ていない者については、

本専攻博士後期課程を経た者と同等以上の学力と識見があり、

専門領域における研究者としてふさわしい研究業績を有して

いること。 

（論文計画書の提出） 

第３条 学位論文提出予定者は、論文計画書（書式自由）をフ

ランス文学専攻会議に提出し承認を得なければならない。 

（学位論文提出期限） 

第４条 学位論文提出期限は特に定めない。 

（論文原稿提出および予備審査） 

第５条 論文計画書の承認を受けた者は、提出予定の原稿（日

本語またはフランス語）３部および論文要旨（フランス語と

日本語）３部を担当指導教員に提出し、予備審査委員による

審査を受けなければならない。予備審査委員の判断に基づき

フランス文学専攻会議で承認された場合のみ、学位論文を最

終的に提出できる。予備審査委員は担当指導教員が中心とな

って構成され、フランス文学専攻会議の承認を受けなければ

ならない。予備審査委員の人数は任意とする。 

（論文の作成様式） 

第６条 学位論文の執筆言語は日本語またはフランス語とする。

その他の規程については、『明治学院大学大学院要覧』「博

士学位論文」の当該箇所を参照するものとする。 

（論文計画書以外の必要書類提出） 

第７条 『明治学院大学大学院要覧』「博士学位論文」の「論

文博士」の当該箇所を参照するものとする。 

（審査期間） 

第８条 論文提出後、１年以内に審査を終了しなければならな

い。 

（審査員の選出および審査報告） 

第９条 専門審査委員は、学位論文が最終的に提出され学長よ

り審査付託を受けたのち、フランス文学専攻会議において選

出され、直ちに文学研究科委員会において承認されることを

要する。専門審査委員は、主査１名および副査２名の３名で

構成する。審査は口述試験を行ったのち専門審査委員が、そ

の結果を、フランス文学専攻会議を経て文学研究科委員会へ

文書をもって報告しなければならない。 

（学位審査基準） 

第10条 学位論文審査基準については、以下の７項目を定める。 

(1) 研究テーマ及び問題設定が明確であり、高度な学術的
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な意義を有していること。  

(2) 構成が妥当であり、その論旨が明解であること。 

(3) 適切な研究方法によって、先行研究・関連資料・各種

データ等を的確に収集・処理し、分析・精査している

こと。 

(4) 当該研究領域における新しい学問的知見や先行研究に

対する独自の見解を含んでいること。 

(5) 論文における文章表現力、および質疑に対する口頭で

の発表能力が十分であること。 

(6) 研究倫理を順守していること。（明治学院大学研究倫

理基準参照） 

(7) 学位論文としての形式を備えていること。 

（学位授与の議決） 

第11条 学位授与の議決は、フランス文学専攻の学位論文審査

報告に基づき、文学研究科委員会においてなされる。 

（準用） 

第12条 この内規に定めのない事項については、明治学院大学

大学院学則および明治学院大学学位規程による。 

（改廃） 

第13条 この内規の改廃は、研究科委員会および大学院委員会

の議を経て、大学評議会の承認を得るものとする。 

付則 

１ この内規は、2016年６月24日から施行する。 

    
文学研究科芸術学専攻博士学位（論文博文学研究科芸術学専攻博士学位（論文博文学研究科芸術学専攻博士学位（論文博文学研究科芸術学専攻博士学位（論文博

士）申請論文審査に関する内規士）申請論文審査に関する内規士）申請論文審査に関する内規士）申請論文審査に関する内規    

 

（目的） 

第１条 この内規は、明治学院大学大学院学則および明治学院

大学学位規程に基づき、博士の学位（論文博士）を授与する

にあたり、学位論文審査について必要な事項を定めることを

目的とする。 

（論文博士学位論文の提出資格要件） 

第２条 論文博士学位論文を申請しようとする者は、芸術学専

攻教授１名の推薦のもとに、芸術学専攻会議で承認を得なけ

ればならない。なお、提出資格に関しては、『明治学院大学

大学院要覧』「提出資格」に従う。ただし、査読者の２名以

上いる学会誌･学術誌に単著論文２編以上が掲載済み（掲載

が確約されている場合も含む）であるか、またはそれに相当

する研究業績のある者でなければならない。 

（論文計画書の提出）  

第３条 学位論文提出予定者は、論文計画書（書式自由）を芸

術学専攻会議に提出し、芸術学専攻会議で承認を得なければ

ならない。 

（学位論文提出期限） 

第４条 学位論文提出期限は特に定めない。 

（論文原稿提出および予備審査） 

第５条 論文計画書の承認を受けた者は、提出予定の完成原稿

（日本語または英語）３部および論文要旨（日本語と英語）

３部を提出し、推薦を行った教授を委員長として組織する予

備審査委員会による審査を受けなければならない。同委員会

の判断に基づき芸術学専攻会議で承認された場合のみ、学位

論文の正式な提出が可能となる。論文の正式な提出に際し、

第９条において規定する専門審査委員会は、提出部数の追加

を求める場合がある。 

（論文の作成様式） 

第６条 学位論文の執筆言語は日本語または英語とする。その

他の規定については、『明治学院大学大学院要覧』「博士学

位論文」の当該箇所を参照するものとする。 

（論文計画書以外の必要書類提出） 

第７条 論文計画書以外の必要書類を提出するにあたっては、

『明治学院大学大学院要覧』「博士学位論文」の「論文博士」

の当該箇所を参照するものとする。 

（審査期間） 

第８条 論文提出後、１年以内に審査を終了しなければならな

い。 

（審査委員の選出および審査委員会の構成） 

第９条 学位論文が提出され学長より審査付託を受けたのち、

芸術学専攻会議は、専門審査委員会を組織する。同委員会は、

主査１名および副査２名以上で構成する。委員会の構成は、

直ちに文学研究科委員会において承認されることを要する。 

（学位審査基準） 

第10条 学位論文審査基準については、以下の７項目を定める。 

(1) 研究テーマおよび問題設定が明確であり、高度の専門

性と学術的意義を有していること。 

(2) 構成が妥当であり、その論旨が明解であること。 

(3) 適切な研究方法によって、作品・関連資料・先行研究

等を的確に分析・精査・考察していること。 

(4) 当該研究領域における新しい学問的知見や先行研究に

対する独自の見解を含んでいること。 

(5) 論文における文章表現力、および質疑に対する口頭で

の発表能力が充分であること。 

(6) 研究倫理を順守していること。（明治学院大学研究倫

理基準参照） 

(7) 学位論文としての形式を備えていること。 

（審査結果の報告） 

第11条 専門審査委員会は、論文の審査および口述試験を経た

のち、その結果を、芸術学専攻会議を経て文学研究科委員会

へ文書をもって報告しなければならない。 

（学位授与の議決） 

第12条 学位授与の議決は、専門審査委員会の学位論文審査報

告に基づき、文学研究科委員会においてなされる。 

（準用） 

第13条 この内規に定めのない事項については、明治学院大学

大学院学則および明治学院大学学位規程による。 

（改廃） 

第14条 この内規の改廃は、研究科委員会および大学院委員会

の議を経て、大学評議会の承認を得るものとする。 

付則 

１ この内規は、2016年６月24日から施行する。 

 

経済学研究科博士学位（論文博士）申請論経済学研究科博士学位（論文博士）申請論経済学研究科博士学位（論文博士）申請論経済学研究科博士学位（論文博士）申請論

文審査に関する内規文審査に関する内規文審査に関する内規文審査に関する内規    

 

（目的） 

第１条 この内規は、明治学院大学大学院学則および明治学院

大学学位規程に基づき、博士の学位を有する者と同等以上の

学力がある者が学位申請論文を提出し、これに学位を授与す

るにあたり、必要事項を定めることを目的とする。 

（論文博士論文の性格） 

第２条 博士（論文博士）は、長年にわたる研究の集大成か、

あるいは専門研究者として相応しい研究成果を著した者に対

して授与するものとする。 

（論文博士学位論文の提出資格要件） 

第３条 学位（申請）論文は、学術書もしくは学術書を構成す

るに足る論文とする。但し、レフェリー付き掲載論文１編、

又はそれに準ずる公刊論文１編を含むものとする。 

（学位論文提出期限） 

第４条 学位論文の提出期限は、その提出予定者の選択により、

６月末日または10月末日のいずれかとする。 

（審査の手続き・審査期間・審査委員の選出） 

第５条 審査の手続きに関しては、以下の６項目を定める。 

(1) 学位請求論文を提出しようとする者は、明治学院大学

学位規程および明治学院大学研究倫理基準に基づき、

提出期限の半年前までに「主査を希望する教授」の同

意の上で、「博士論文計画書」を経済学研究科委員長

に対して提出しなければならない。 

(2) 論文計画書の提出があったときは、研究科委員長はす

みやかに当該専攻主任に報告し、研究科委員会を経て、
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承認されなければならない。 

(3) 単位取得満期退学者であって博士（後期）課程入学後

６年を超える者が再入学せずに論文を提出する場合に

は、原則として在籍時の指導教授の推薦を必要とする

（形式自由）が、推薦を得られない場合（例：疾病、

海外在住、退職等々）、該当事情を勘案し、研究科委

員会において審議する。 

(4) ６月末日提出の論文については12月末日までに、10月

末日提出の論文については翌年４月末日までに審査を

終了しなければならない。 

(5) 審査委員は、経済学研究科所属の教授３名で構成する。

ただし、必要に応じて増員し、経済学研究科所属の教

授以外の者（他の大学院または研究所等の教員等を含

む）に委嘱することができる。審査委員の中には「主

査を希望する教授」を含むものとする。審査委員は、

当該専攻会議を経て研究科委員会において選出される。

この議を経て、審査委員会が構成される。 

(6) 審査委員会は、学位申請論文の審査、および口述試験

を行い、その結果を文書でもって研究科委員会に報告

する。 

（学位授与の議決） 

第６条 学位授与の議決は、６月末日提出の論文については翌

年の１月に開催される当該専攻会議の議決を経て経済学研究

科委員会において、10月末日提出の論文については翌年５月

に開催される当該専攻会議の議決を経て経済学研究科委員会

において行うことを原則とする。 

（準用） 

第７条 この内規に定めのない事項に関しては、明治学院大学

学位規程に基づき、研究科委員会において審議する。 

（規程の改廃） 

第８条 この内規の改廃は、研究科委員会および大学院委員会

の議を経て、大学評議会の承認を得るものとする。 

付則 

１ この内規は、「学位請求論文（論文博士）審査に関わ

る内規」（2010年4月1日施行）を条文形式に改めたもので

ある。 

２ この内規は、2016月6月24日から施行する。 

３ この内規は、2020年4月1日から施行する。（第5条 審

査の手続き・審査期間・審査委員の選出の変更） 

    

経済学研究科学位授与基準経済学研究科学位授与基準経済学研究科学位授与基準経済学研究科学位授与基準    

 

本研究科における学位（「修士」、「課程博士」、「論文

博士」）を取得する為には、以下の要件を満たさなくてはなら

ない。 

 

（「修士」「課程博士」中略）
 

 

３論文博士３論文博士３論文博士３論文博士    

（１）課程によらないで学位の授与を申請する者による学位申

請基準は、原則として課程博士申請論文基準に準じるものとす

る。 

（２）学位審査基準もまた、原則として課程博士申請論文基準

に準じるが、学位審査にあたって、学位申請者は１ヶ国語の外

国語試験を受け、合格しなければならない。１ヶ国語の外国語

試験科目は、学位申請者の希望及び博士論文に係る研究分野を

参酌して、その都度、研究科委員会が決定する。ただし、外国

語の試験は、該当外国語の翻訳、文献照会等の業績に関する試

問を持って代えることができる。 

（審査基準） 

審査は、提出された論文が博士の学位を授与するにふさわし

いものか否かを、以下の基準に則って事前に審査し、「合否」

を判断する。 

ア 研究テーマの適切性 

研究テーマの設定が学術的･社会的意義および貢献が明確に

意識され、申請された学位に対して妥当であり、論文作成に当

たっての問題意識が明確であるか。 

イ 研究テーマに関する先行研究や関連研究に関する理解の

適切性 

研究テーマに関する先行研究や関連研究を調査し、いかな

る点が論点になっているのかを的確に把握しているか。 

ウ 研究結果・結論に至る論証の適切性 

研究テーマに沿って問題が適切に設定され、それにふさわ

しい研究方法が選択され具体的かつ的確な分析・考察がなされ

ているか、資料・データの取り扱いや分析結果の解釈は妥当か、

結論に至るまで内容的に首尾一貫した論述が展開されているか、

更に明確に結論が導出されているか。 

オ 研究内容の独自性 

当該研究領域の理論的・実証的見地から見て、論文が注目

すべき独自の価値が認められ、学会への貢献が果たされている

か。 

カ 論文の形式･体裁の適切性 

論文の分量や記述（本文、図表、引用、参考文献など）が

充分かつ適切であり、学術論文として本論の構成が首尾一貫し

ているか。 

キ 知識の適切性 

当該研究分野に関する最先端の知識、および関連する研究

分野の基礎的知識を有するか。 

ク 特記事項 

その他、特記に値する事項があるか。特記事項をコメント

する。 

（３）学位申請論文が①書籍、②掲載論文、および③共著論文

のいずれかを含む場合には、学位申請に対して、学位申請者の

責任で以下の手続きを経なければならない。 

ア 書籍申請の場合、予備審査後の修正要求に基づく改定に

より出版社との調整が必要になっても、本研究科委員会は関知

しない。 

イ 学位申請論文に収録されている論文が既に雑誌等に掲載

されている場合、当該雑誌発行の学会または出版社から収録許

可を得、それを証明する承諾書を添付しなければならない。 

ウ 共著論文申請の場合、共著者の同意書を添付しなければ

ならない。同時に、「共著論文本体」および申請者が分担執筆

した箇所を基にした論文を新たに執筆し、提出しなければなら

ない。 

（４）学位審査は、審査委員会（主査1名および副査2名以上で

構成）の立会いの下、公開形式（大学院構成員が参加可能）で

審査を受ける必要がある。 

（５）研究科委員会の「合否判定会議」で合格すること。ただ

し、「学位授与」および「審査報告書」は以下の通りとする。 

（学位授与） 

審査委員会は、審査後直ちに研究科委員長に「審査報告書」

を提出する。研究科委員長は当該専攻主任に専攻会議の開催を

要請し、専攻主任は専攻会議での審議・承認を経て、審議結果

を研究科委員長に報告する。その後、研究科委員長は、研究科

委員会を開催し、先の「審査報告書」に基づき、研究科委員会

（研究科委員会の構成員数3分の2以上の出席者数により成立）

は学位授与の可否を出席者数の2分の1以上の賛成により決定す

る。そして、研究科委員長は、学長に報告、学長が学位を授与

する。 

（審査報告書） 

「審査報告書」は、研究科委員長宛で作成・提出するが、

その際、主査および副査のサイン・押印と共に、論文の講評を
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掲載する必要がある。様式は特に定めないが、過去の「審査報

告書」を参考にして作成することが望ましい。 

 

附則 

１ この内規は2009年11月1日より施行する。 

２ 2009年度については、本内規の運用を弾力的に行うこ

とができる。 

３ この内規は2010年4月1日より施行する。 

４ 2016年4月1日一部訂正(付則１、２、３訂正) 

５ 2020年4月1日一部訂正（２課程博士（５）・（７）、

３論文博士（４）・（５）） 

 
社会学研究科博士学位（課程博士・論文博社会学研究科博士学位（課程博士・論文博社会学研究科博士学位（課程博士・論文博社会学研究科博士学位（課程博士・論文博

士）申請論文審査に関する内規士）申請論文審査に関する内規士）申請論文審査に関する内規士）申請論文審査に関する内規    

 

（目的） 

第１条 この内規は、明治学院大学学位規程（以下｢学位規程｣

という）に基づき、博士学位申請論文を審査する際の社会学

研究科（以下、本研究科という）における手続きおよび審査

基準について定める。 

（博士学位の性格） 

第２条 博士の学位は、専門研究者として相応しい研究成果に

対して授与するものとする。 

論文博士は、博士後期課程修了者と同等以上の学力および 

識見があり、かつ社会学／社会福祉学領域における研究者と

して相応しい研究成果を有し、博士学位申請論文（論文博士）

の審査に合格したものに対して授与する。 

（博士学位申請論文の提出資格要件） 

第３条 博士学位申請論文の提出資格要件は以下のとおりとす

る。 

(1)課程博士 

博士学位申請論文（以下、博士論文とする）を提出できる者

は、以下の二つのうち、いずれかの要件を満たす者とする。 

ア 論文提出年度において、博士後期課程に入学後３年以

上（３年次目を含む）在学し、かつ必要単位を修得また

は修得見込みの者で、入学後の在学期間が６年以内の在

学中の者。 

イ 論文提出年度において、博士後期課程入学後３年以上

在学し、必要単位を修得または旧規定（学則）において

必要な研究指導を受けたのみで退学した者で、論文提出

年度において在学（再入学）し、入学後の在学期間が６

年以内の者。ただし、再入学して必要単位を修得見込み

の者を含む。 

(2)論文博士 

論文を提出できる者は、本研究科において博士の学位の取

得を希望する者とする。ただし、論文審査の段階で、「明治学

院大学学位規程」第８条の２および第12条に従い、大学院博士

後期課程を修了した者と同等以上の学力を有することの確認を

行う。 

(3)博士論文の提出要件 

博士論文提出にかかわる基準は各専攻において定める。 

（博士論文の提出準備） 

第４条 博士論文の提出準備については以下のとおりとする。 

(1)課程博士 

ア 本内規第３条⑴アの資格要件によって論文を提出し

ようとする者は、論文提出予定年度の前年度10月末日

（社会学専攻においては６月に提出する場合、社会福祉

学専攻においては５月に提出する場合）または当該年度

４月末日（社会学専攻においては10月に提出する場合、

社会福祉学専攻においては９月に提出する場合）までに、

以下の書類を、社会学研究科委員長（以下「研究科委員

長」という）に提出するものとする。 

（ア）指導教員の「博士論文提出承諾書」（以下「承諾書」

という） 

書式は任意とするが、指導経過の概要・推薦事由・

申請承諾を含むものとする。 

（イ）「博士学位論文計画書」（以下「計画書」という） 

書式は任意とするが、本条第２項に定める論文の提

出期限を明記し、テーマ・内容・方法等を5000～8000

字程度でまとめたもの。 

（ウ）履歴書（書式任意） 

（エ）博士論文提出資格審査申請書（書式任意） 

イ 本内規第３条⑴イの資格要件によって論文を提出しよ

うとする者は、再入学する前年度の10月末日までに、以下

の書類を、研究科委員長宛てに提出するものとする。 

（ア）在職する前指導教授の承諾書（書式等前号に同じ） 

ただし、退職等の事由により、前指導教授の承諾書

が得られない場合は、その旨の理由書（計画書提出者

による任意 の書式）の添付をもって替えることができ

る。 

（イ）計画書（書式等前号に同じ） 

（ウ）履歴書（書式任意） 

（エ）博士論文提出資格審査申請書（書式任意） 

ウ 研究科委員長は、本項アにより計画書等の提出があっ

たときは、社会学研究科委員会（以下「研究科委員会」と

いう）にその旨を報告し、本項イにより計画書の提出があ

った時は、計画書提出者の再入学および計画書等について

研究科委員会に諮り、いずれの場合も承認を得なければな

らない。 

(2) 論文博士 

学位規程により、博士の学位授与の要件を満たした者は、

論文提出の準備を経ずに、論文提出を行う。 

（博士論文の提出） 

第５条 博士論文の提出は以下によるものとする。 

(1)課程博士 

ア あらかじめ提出した計画書に明記された期限に論文

を提出しようとする時は、以下の書類を研究科委員長宛

に提出するものとする。 

（ア）博士論文審査願（大学院所定の用紙）１通 

（イ）論文目録（大学院所定の用紙）１通 

（ウ）論文（仮製本）３通  

（エ）論文要旨（邦文8000字程度、英文500語程度）３通  

（オ）履歴書（大学院所定の書式）３通 

（カ）研究業績目録（大学院所定の書式）３通 

（キ）博士論文提出記録（大学院所定の用紙）１通 

（ク）大学院博士後期課程修了予定記録（大学院所定の用 

紙）１通 

イ 論文の提出期限は、各専攻で定める。 

［社会学専攻］毎年度、６月末日または10月末日のいず

れかとする。 

［社会福祉学専攻］毎年度、５月末日または９月末日の

いずれかとする。 

(2)論文博士 

以下の書類に、審査料を添えて、研究科委員長宛に提出す

るものとする。 

ア 博士論文審査願（大学院所定の用紙）１通 

イ 学位申請書（大学院所定の用紙）１通 

ウ 論文目録（大学院所定の用紙）１通 

エ 論文（仮製本）３通 

オ 論文要旨（邦文8000字程度、英文500語程度）３通 

カ 履歴書（大学所定の書式）３通 

（論文の審査） 

第６条 論文の審査は以下によるものとする。 

(1)予備審査 

ア 課程博士 

各専攻の細則において定める。 

イ 論文博士 

論文博士の審査を希望する者の論文の提出があったと

きは、研究科委員長は速やかに研究科委員会に諮り、予

備審査委員会を設ける。予備審査委員会は、第5条⑵で

提出された書類を検討し、提出された論文が博士論文審

査の対象となるかどうかを３ヵ月以内に判断し、研究科
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委員会に報告しなければならない。 

予備審査に合格した場合は、学位規程第13条に規定す

る専門審査委員会を設ける。 

(2)専門審査委員会の設置 

ア 論文の提出があったとき、研究科委員長は、速やか

に研究科委員会に諮り、学位規程第13条に規定する専門

審査委員会を設ける。 

イ 研究科委員長が必要と認めたときは、次項に定める

審査期間中にあっても、学位規程第13条２項に基づき、

研究科委員会の承認を得て、審査委員の変更あるいは追

加等を行うことができる。 

(3)審査期間 

ア 課程博士 

審査期間は、各専攻で定める。 

［社会学専攻］ 

専門審査委員会は、６月末日提出の論文については翌

年の１月末日までに、10月末日提出の論文については翌

年６月末日までに審査を終了し、その結果は文書をもっ

て研究科委員会に報告する。なお、在学６年度目の10月

末日に提出された論文については、翌年２月末日までに

審査を終了するものとする。 

［社会福祉学専攻］ 

専門審査委員会は、５月末日提出の論文については翌

年の１月末日までに、９月末日提出の論文については翌

年６月末日までに審査を終了し、その結果は文書をもっ

て研究科委員会に報告する。なお、在学６年度目の９月

末日に提出された論文については、翌年２月末日までに

審査を終了するものとする。 

イ 論文博士 

専門審査委員会は、委員会設置から６ヶ月以内に論文

審差を完了し、その結果は文書を持って研究科委員会に

報告する。 

(4)審査の手続き 

ア 課程博士 

審査委員会は、審査期間内に論文提出者に対する論文

の修正指導、非公開の口述試問などを適宜実施し、審査

を行う。この段階で、提出された論文が学位論文として

適切な内容であると判断した場合は、最終試験を実施す

る。最終試験は公開による口述試問とする。審査委員会

は、それらの審査の最終結果を研究科委員会に文書をも

って報告する。 

イ 論文博士 

審査委員会は、審査の結果、提出された論文が学位論

文として適切な内容であると判断した場合は、最終試験

を実施する。最終試験は公開による口述試問とする。専

門審査委員会は、それらの審査の最終結果を研究科委員

会に文書をもって報告する。 

(5)審査基準 

以下を審査基準の指標とする。 

（ア）論文の形式・体裁が適切であるか 

（イ）論文題目が内容を的確に表現しているか 

（ウ）研究主題の設定が専攻分野における学術的研究とし 

て妥当であるか 

（エ）問題意識が明確であるか 

（オ）論文全体の構成が適切であるか 

（カ）研究主題・内容に独自性および高度な専門性がある 

  か 

（キ）研究方法は適切であるか 

（ク）研究結果・結論に至る論証は適切であるか 

（ケ）先行研究や関連研究を十分にふまえているか 

（コ）用語法・文章表現が適切であるか 

（サ）口述試験における発表および質疑応答が的確である 

  か 

（シ）調査研究・事例研究の場合には、研究倫理委員会等 

の承認を得ているか 

（ス）論文において研究倫理への配慮が十分になされてい 

るか 

（学位授与の議決） 

第７条 学位授与の議決は以下によるものとする。 

(1)課程博士 

学位授与の議決は、各専攻で定める。 

［社会学専攻］ 

研究科委員長は、専門審査委員会の報告を受けた後、

原則として、６月末日提出の論文については翌年２月、

10月末日提出の論文については翌年７月の研究科委員会

に諮り、学位授与についての議決を行うものとする。在

学６年度目の10月末日に提出された論文については、翌

年２月末までに学位授与についての議決を行うものとす

る。 

［社会福祉学専攻］ 

研究科委員長は、専門審査委員会の報告を受けた後、

原則として、５月末日提出の論文については翌年２月、

９月末日提出の論文については翌年７月の研究科委員会

に諮り、学位授与についての議決を行うものとする。在

学６年度目の９月末日に提出された論文については、翌

年２月末までに学位授与についての議決を行うものとす

る。 

(2)論文博士 

研究科委員長は、専門審査委員会の報告を受けた後、３

ヶ月以内に研究科委員会に諮り、学位授与についての議決

を行うものとする。 

(3)学位授与の議決 

学位授与の議決は、学位規程第15条に従い、当該研究科

所属の教授の３分の２以上が出席し、出席者の３分の２以

上の賛成をもって可決する。投票は無記名によって行う。 

（学位の授与） 

第８条 合格者に対する学位の授与は、以下によるものとする。 

［社会学専攻］ 

合格者に対する学位の授与は、原則として、６月末日

提出の論 文については翌年３月、10月末日提出の論文に

ついては翌年９月にこれを行う。在学６年度目の10月末

日に提出された論文につい ては、翌年３月に学位の授与

を行う。 

ただし、論文博士の場合は、審査終了後１年以内に学

位授与を行う。 

［社会福祉学専攻］ 

合格者に対する学位の授与は、原則として、５月末日

提出の論文については翌年３月、９月末日提出の論文に

ついては翌年９月 にこれを行う。在学６年度目の９月末

日に提出された論文につい ては、翌年３月に学位の授与

を行う。 

ただし、論文博士の場合は、審査終了後１年以内に学

位授与を行う。 

（準用） 

第９条 この内規に定めのない事項については、学位規程によ

る。 

（改廃） 

第10条 この内規の改廃は、研究科委員会および大学院委員会

の議を経て、大学評議会の承認を得るものとする。 

付則  

１ 1992年１月29日決定・1992年４月１日施行 

２ 1997年４月１日改正・1997年４月１日施行 

３ 2002年７月10日改正・2003年４月１日施行 

４ 2004年３月10日改正・2004年４月１日施行 

５ 2006年２月18日改正・2006年４月１日施行 

６ 2009年２月18日改正・2009年２月18日施行 

７ 2009年６月18日改正・2009年６月18日施行 

８ 2009年11月18日改正・2009年11月18日施行 

９ 2011年12月14日改正・2011年12月14日施行 

10 2013年１月９日 改正・2013年１月９日施行 

11 2015年11月11日改正・2015年11月11日施行 

12 2016年３月９日改正社会学研究科委員会承認 

13 この内規は、2016年６月24日から施行する。なお、こ

の内規は社会学研究科委員会の承認を経て1992年４月１日付で
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施行された内部規則を条文形式に改め、また現状に則して一部

表記を修正したものである。 

14 この内規は、2018年4月1日から施行する。（第４条、

第５条、第６条） 

15 この内規は、2019年４月１日から施行する。（第７条、

第８条）    

 
法学研究科博士学位（論文博士）申請論文法学研究科博士学位（論文博士）申請論文法学研究科博士学位（論文博士）申請論文法学研究科博士学位（論文博士）申請論文

審査に関する内規審査に関する内規審査に関する内規審査に関する内規    

 

（目的）  

第１条 この内規は、明治学院大学学位規程（以下「学位規

程」）第８条第２項に規定する課程を経ない者の博士学位申

請論文につき、法学研究科における学位申請論文の審査手続

を定める。 

（論文博士の性格等） 

第２条 課程を経ない者の博士学位（以下「論文博士」）は、

長年にわたる研究の集大成あるいは専門研究として相応しい

研究成果を著した者に対して授与するものとする。 

２ 審査の対象となる著書または論文は、学術書もしくは学術

書を構成するに足る論文（以下、両者をあわせて「申請論文」

または「論文」）とする。 

（審査期間等） 

第３条 申請論文の提出期限は、その提出予定者の選択により、

９月末日または３月末日のいずれかとする。 

２ 学位を申請しようとする者は、学位規程第９条１項および

第10条１項所定の必要書類および審査手続料を、研究科委員

長を経て学長に提出しなければならない。 

３ ９月末日提出の論文については翌年２月末日までに、３月

末日提出の論文については同年８月末日までに審査を終了し

なければならない。ただし、事情によって学位申請（論文提

出）から学位授与までの期間が１年を超えない範囲で、審査

期間を延長することができる。 

（審査委員会の設置） 

第４条 研究科委員会に審査委員会を設置する。審査委員会は、

専門性を考慮の上、主査および副査２名の３名によって構成

する。この中には他大学の教員を含めることができる。 

２ 審査委員会は、論文の審査および口述試験を行い、その結

果を文書でもって研究科委員会に報告する。 

（学位の審査等） 

第５条 学位の審査は、提出された論文を中心として、これに

関連のある学術について行い、あわせて口述試験を実施する。 

２ 口述試験は、９月末日提出の論文については翌年の２月末

日までに、３月末日提出の論文については同年８月末日まで

に実施するものとする。ただし、事情によってこれを延期す

ることができる。 

（審査結果報告書の作成） 

第６条 学位申請論文の写しを受け取ってから５ヶ月以内に、

第２回の審査委員会を開催し、主査を中心として作成した審

査結果報告書（案）を検討し、合意が得られた場合には、主

査が、その概要を研究科委員会に報告する。 

２ 審査結果報告書（案）の作成に際しては、博士論文として

以下の各号に規定する形式基準および実質基準を満たしてい

るかどうかを検討しなければならない。 

(1)形式基準 

ア 論文の概要が和文と英文の両方で添付されていること。 

イ 論文の容量が十分な量を持つこと。 

ウ 論文の目次について、問題の提起、本論、結論の形式 

を踏まえていること。 

エ 文献の引用が、適式な引用形式を踏まえていること。 

(2)実質基準 

ア 論文が先行業績（主要な学説（内外の文献も含む）、 

判例等）を踏まえたものとなっていること。 

イ 先行業績は、論文のテーマについて、どのような考え 

方をしてきたのかを、外国文献、判例等を含む新しい資 

料、または、新しい問題意識に基づいて明らかにしてい 

ること。 

ウ 論文の構成・構造が問題の解決に適していること。 

エ 著者の意図が十分実現されていること、および、問題 

提起の問いに、結論が、その答えを示すものとなってい 

ること。 

オ 論文が学界に貢献するものとなっていること。すなわ 

ち、従来の定説をくつがえすものであるか、または、よ 

りよい説明をもたらすものとなっていること。 

カ 論文の内容から、学位申請論文の提出者が、独立して 

研究する能力を十分に有していることが示されているこ 

と。 

（審査結果報告と合否の決定） 

第７条 審査委員会が作成した審査結果報告書は、研究科委員

長に提出され、法学研究科委員会において、審査結果報告に

基づいて合否を決定する。 

２ 論文博士審査の合否は、研究科委員会の出席委員の投票に

よって決定する。合格するためには、３分の２以上の賛成多

数を必要とする。 

（準用） 

第８条 この内規に定めのない事項については、学位規程によ

る。 

（内規の改廃） 

第９条 この内規の改廃は、研究科委員会および大学院委員会

の議を経て、大学評議会の承認を得るものとする。 

付則 

１ この内規は、2016年６月24日から施行する。 

２ この内規は、2017年４月１日から施行する。（第７条 

２項を追加） 

    
国際学研究科博士学位（論文博士）申請論国際学研究科博士学位（論文博士）申請論国際学研究科博士学位（論文博士）申請論国際学研究科博士学位（論文博士）申請論

文審査に関する内規文審査に関する内規文審査に関する内規文審査に関する内規    

 

（目的） 

第１条 この内規は、明治学院大学国際学研究科の博士後期課

程を修了しないで、同研究科に学位請求論文を提出し、学位

を請求する際の資格、条件、論文審査、学位授与決定のため

に必要な事項を定めることを目的とする。（以下、この場合

の学位を「論文博士」と略称する） 

なお、当研究科の博士後期課程満期退学者が、退学後５

年以上経過して再入学せず学位を請求する場合についても

本内規を準用する。 

（学位｢論文博士｣授与の根拠） 

第２条 明治学院大学学位規程第８条２項「前項に定める者の

ほか、博士の学位は、本学の定めるところにより、大学院の

おこなう博士論文の審査に合格し、かつ大学院の博士課程を

修了した者と同等以上の学力を有することを確認された者に

も授与できる。」 

（学力の確認） 

第３条 前記第８条２項にいう「学力の確認」は、明治学院大

学学位規程第12条によるものとする。「学力の確認は、筆答

または、口答によるものとする。学力の確認は、専攻学術に

関し博士課程を終えて、学位を授与されるものと同等以上の

学識を有し、かつ、研究を指導する能力を有するか否かにつ

いておこなう。この場合、外国語については、原則として２

種類を課するものとする。」（明治学院大学学位規程第12条） 

（申請条件） 

第４条 申請条件は第２条および第３条を満たし、且つ以下の

要件を満たすものとする。 

(1)２点以上の査読誌等への既発表論文と博士号申請論文

１点の計３点か、審査請求時点から２年以内に出版された

単著１冊 

(2)国際学研究科に、提出された論文の研究分野に通じ、論

文の審査が可能な２人以上の専任教員がいること。 

（審査料） 
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第５条 審査料は、明治学院大学学位規程10条３項によるもの

とする。 

（審査） 

第６条 審査請求が研究科において承認された場合の審査は、

明治学院大学学位規程９条～24条、および「明治学院大学国

際学研究科博士学位（課程博士）論文審査に関する内規」に

従っておこなう。 

（学位授与の決議） 

第７条 学位授与の決議は、明治学院大学学位規程第14条によ

るものとする。 

（準用） 

第８条 この内規に定めのない事項については、明治学院大学

大学院学則および明治学院大学学位規程による。 

（改廃） 

第９条 この内規の改廃は、研究科委員会および大学院委員会

の議を経て、大学評議会の承認を得るものとする。 

付則  

１ この内規は、「明治学院大学国際学研究科学位（論文

博士）授与内規」（2004年７月31日研究科委員会承認）

を条文形式に改めたものである。 

２ この内規は、2016年６月24日から施行する。 

 
心理学研究科学位（論文博士）申請論文審心理学研究科学位（論文博士）申請論文審心理学研究科学位（論文博士）申請論文審心理学研究科学位（論文博士）申請論文審

査に関する内規査に関する内規査に関する内規査に関する内規    

 

（趣旨） 

第１条 この内規は、明治学院大学大学院学則及び明治学院大

学学位規程に基づき、心理学研究科博士後期課程修了者と同

等以上の学力を有する者が提出した学位申請論文に学位（博

士（心理学））を授与するにあたり、必要事項を定めるもの

とする。 

２ 論文博士の学位は、博士後期課程修了者と同等以上の学力

および識見があり、かつ心理学領域における研究者としてふ

さわしい研究成果を著した者に対して授与する。 

（学位授与の議決） 

第２条 学位授与の議決は、心理学研究科委員会において行う。

学位の授与には心理学研究科所属の教授の３分の２以上が出

席し、出席者の３分の２以上の賛成を必要とする。 

（提出資格要件） 

第３条 博士学位申請論文を提出する者は以下の２つの要件を

満たさなければならない。 

(1)博士学位申請論文に関連した、心理学の研究法を用いた

実証的な論文であり、かつ学会誌・学術誌（紀要を除く）

の審査を経た単著もしくは連名の場合は第一著者の論文が

２編以上あること。 

(2)予備審査のための「博士論文計画書」提出後、心理学研

究科委員会において、博士学位申請論文提出を可と判断さ

れた者。 

（手続き） 

第４条 博士学位申請論文を提出しようとする者は、博士後期

課程研究指導担当教授に論文指導を依頼し同意を得た上で

（以下、その教授を「引き受け教授」という）、提出期限の

半年前までに、予備審査のための「博士論文計画書」を心理

学研究科委員長に対して提出しなければならない。 

２ 博士論文計画書の提出があったときは、研究科委員長は研

究科委員会の議を経て、博士論文の審査手続を開始すること

について、大学院委員会において報告する。 

３ 引き受け教授は、主担当教員となる。 

４ 予備審査のための博士論文計画書提出後の手続き等につい

ては、課程博士の審査に準じて行う。 

（予備審査のための担当教員グループ） 

第５条 担当教員グループは、引き受け教授を含む心理学研究

科所属の教授または准教授３名以上によって構成する。担当

教員グループの選出は、心理学研究科委員会において行う。 

（審査委員会） 

第６条 主担当教員（教授）及び心理学研究科所属の教授２名

（計３名）を基本に、必要に応じて本研究科所属の教授また

は教授以外の者若干名を委嘱することができる。審査委員に

は担当教員グループ以外の教授（学外者も可）若干名を加え

ることができる。ただし学外者については、教授もしくは教

授相当の研究業績を有する者とする。審査委員の選出は、心

理学研究科委員会において行う。 

２ 審査委員会は、博士学位申請論文の審査及び口述試験を行

い、結果を心理学研究科委員会に報告する。 

（博士学位申請論文提出期限） 

第７条 予備審査を通過した博士学位申請論文の提出期限は別

途通知する。 

（審査期間） 

第８条 博士学位申請論文の提出後、12か月以内に審査を終了

する。 

（改廃） 

第９条 この内規の改廃は、心理学研究科委員会および大学院

委員会の議を経て、大学評議会の承認を得るものとする。 

付則 

１ 本内規は、2014年１月15日より施行する。 

２ この内規は、2016年６月24日から施行する。なお、こ

の内規は、心理学研究科委員会の承認を経て2014年１月

15日付で施行された内部規則を条文形式に改め、また現

状に則して一部表記を修正したものである。 

 
明治学院大学学位規程明治学院大学学位規程明治学院大学学位規程明治学院大学学位規程

 
 

（目的） 

第１条 この規程は、学位規則（昭和 28 年文部省令第９号）

および明治学院大学学則、明治学院大学大学院学則により、

明治学院大学（以下「本学」という。）が授与する学位につ

いて必要な事項を定めることを目的とする。 

（学位） 

第２条 本学において授与する学位は学士、修士および博士と

する。 

２ 学位記には、適切な専攻分野の名称を別表により付記する

ものとする。 

（学士の学位授与の要件） 

第３条 学士の学位は、大学を卒業した者に授与するものとす

る。 

（修士の学位授与の要件） 

第４条 修士の学位は、大学院の修士課程および博士前期課程

を修了した者に授与するものとする。 

（修士学位申請論文の提出） 

第５条 修士課程および博士前期課程の学位論文を提出する者

は、同課程に１年半以上在学し、所定の単位を 16 単位以上

修得していなければならない。 

ただし、社会学研究科社会福祉学専攻前期課程における、

３年制コース適用者にあっては、前期課程在籍２年目の履

修登録時に「研究課題修了報告書」または「修士論文」の

いずれかを選択しなければならない。また、法と経営学研

究科法と経営学専攻修士課程においては、修士課程在籍2年

目の履修登録時に「特定課題研究成果報告書」または「修

士論文」のいずれかを選択しなければならない。 

２ 学位論文を提出しようとするときは、論文の題目、研究内

容について、あらかじめ指導教授の承認を受けなければなら

ない。 

３ 論文題目の届出および論文の提出期限は、学暦にしたがい、

期限に遅れた論文は受理しない。 

 （修士論文審査基準） 

第５条の２ 論文の審査基準としては、専攻分野における研究

能力を示すような研究テーマの妥当性、問題意識の明確さ、

発想の独自性、探求の深さ、方法の適切性、論旨展開の説得力、

問題提起と結論の整合性、文献への参照度、文章の表現力、口

頭での発表能力、などを総合的に評価する。また、基準の詳

細は研究科委員会において定める。 
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（修士論文審査委員） 

第６条 修士課程および博士前期課程の学位論文を受理したと

きは、研究科委員会の議を経て、主査および副査を選び審査

する。 

２ 主査は、当該専攻課程の教員から選び、副査は、当該専攻

課程の教員のうちから１名以上を選ぶものとする。 

３ 論文の成績は、100 点満点とし、主査および副査の採点の

平均 60 点以上を合格とする。 

（修士課程および博士前期課程最終試験） 

第７条 修士課程および博士前期課程の最終試験は、学位論文

を中心とし、これに関連する授業科目について口頭試問によ

り行う。 

２ 最終試験は、学位論文を審査した教員が行う。ただし、や

むを得ない理由があるときは、研究科委員会の議を経て変更

する。 

３ 前項の試験には、研究科委員会の議を経て、学位論文に関

連のある授業科目を担当する教員を加えることができる。 

４ 最終試験の成績は、合格、不合格の評語をもってあらわす。 

５ 最終試験の期日は、あらかじめ公示する。 

（博士の学位授与の要件） 

第８条 博士の学位は、大学院の博士課程を修了した者に授与

するものとする。 

２ 前項に定める者のほか、博士の学位は、本学の定めると

ころにより、大学院の行う博士論文の審査に合格し、かつ、

大学院の博士課程を修了した者と同等以上の学力を有するこ

とを確認された者にも授与することができる。 

（課程による者の博士学位申請論文の提出） 

第９条 本学大学院において、所定の課程を終えて、博士の学

位を受けようとする者は、論文審査願に論文目録、論文要旨

および履歴書各１通を添え、当該研究科を経て、学長に提出

するものとする。学位論文は１編とし、３通を提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項に規定する学位申請論文は、博士後期課程にあっては、

原則として、博士後期課程入学時から起算して在学年数５年

以内に提出するものとするが、研究科が認めた場合はこの限

りではない。ただし、博士課程を最短修業年限以上在学して、

所定の単位を修得または必要な研究指導を受けたのみで退

学した者が、学位論文を提出しようとするときは、再入学

をしなければならない。 

（課程を経ない者の博士学位申請論文の提出および審査手数料） 

第10条 第８条第２項により博士の学位を請求しようとする者

は、前条第１項に掲げる書類のほかに所定の学位申請書およ

び審査手数料を添え、関係研究科を経て、学長に提出しなけ

ればならない。 

２ 本学大学院の博士課程を最短修業年限以上在学して所定の

単位を修得または必要な研究指導を受けたのみで退学した者

が、再入学せず論文を提出しようとするときは、前項の規定

によるものとする。ただし、退学したときから５年以内に提

出する場合にかぎり、審査手数料を免除する。 

３ 前各項に基づく博士学位を申請する者に対する審査手数料

は次の各号による。 

(1) 本学の大学院博士後期課程に３年以上在学し、所定

の単位を修得または必要な研究指導を受け退学した者が

退学後５年を経て論文を提出する場合 100,000 円
 

(2) 本学の大学院博士後期課程を経ない者が論文を提出

する場合 200,000 円
 

(3) 本学の専任教職員が論文を提出する場合  100,000 円

４ 既納の審査手数料は、返還しない。
 

（博士論文の受理、審査の付託） 

第11条 学長は、論文を受理したときは、大学院研究科委員会

にその審査を付託するものとする。 

（課程を経ない者の学力の確認） 

第12条 第８条第２項の学力の確認は、筆答または口答による

ものとする。学力の確認は、専攻学術に関し博士課程を終え

て、学位を授与されるものと同等以上の学識を有し、かつ、研究

を指導する能力を有するか否かについて行う。この場合、外国

語については、原則として２種類を課するものとする。 

２ 第 10 条第２項により、退学した者が退学した日から５年

以内に論文を提出したときは、前項の学力の確認を免除する 

ことができる。
 

（論文の審査および最終試験） 

第13条 研究科委員会は、審査に付された論文について、研究

科所属の教授の中から、３名の専門審査委員を定め、論文の

審査および最終試験を行う。 

２ 研究科委員会で、必要があると認めたときは、前項の委員

を増し、または審査の一部を当該研究科所属の教授以外の者

（他の大学院または研究所等の教員等を含む）に委嘱するこ

とができる。 

（博士学位論文審査基準） 

第13条の２ 論文の審査基準としては、独立した研究者として

成果を発表できるような、研究テーマの妥当性、問題意識の

明確さ、発想の独自性、探求の深さ、方法の適切性、論旨展

開の説得力、問題提起と結論の整合性、文献への参照度、文

章の表現力、口頭での発表能力、などを総合的に評価する。

また、基準の詳細は研究科委員会において定める。 

（審査結果の報告） 

第14条 専門審査委員は、論文の審査および最終試験が終った

ときは、その結果を研究科委員会に文書をもって報告するも

のとする。 

（学位授与の議決） 

第15条 学位授与の議決は、当該研究科所属の教授の３分の２

以上が出席し、出席者の３分の２以上の賛成を必要とする。 

２ 研究科委員会が前項の決定を行ったときは、その議決の文

書をもって、学長に報告しなければならない。 

（審査の期間） 

第16条 論文の審査および最終試験は、論文を受理してから、

１年以内に終了するものとする。ただし、明治学院大学大学

院学則第 37 条に定められた最長在学期間を超えないものと

する。 

（学位の授与） 

第17条 学長は、第 15 条第２項の報告にもとづき、学位を授

与できると認めた者に対し、学位記を授与し、学位を授与で

きない者に対しては、その旨本人に通知する。 

（論文要旨等の公表） 

第18条 本学は、博士の学位を授与したときは、学位を授与し

た日から３ヵ月以内に、当該博士の授与に係る論文の内容の

要旨および論文審査の結果の要旨をインターネットの利用に

より公表するものとする。 

（学位授与の報告） 

第19条 学長は、博士の学位を授与したときは、大学院委員会

に報告し、かつ、当該博士の学位を授与した日から３ヵ月以

内に、所定の学位授与報告書を文部科学大臣に提出するもの

とする。 

（博士学位論文の公表） 

第20条 博士の学位を授与された者は、学位を授与された日か

ら１年以内に、当該博士の学位の授与に係る論文の全文を公

表するものとする。ただし、当該博士の学位を授与される前

に既に公表したときは、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、

やむを得ない事由がある場合には、本学の承認を受けて、

当該博士の学位・授与に係る論文の全文に代えて、その内

容を要約したものを公表することができる。この場合にお

いて、本学は、その論文の全文を求めに応じて閲覧に供する

ものとする。 

３ 前２項により論文を公表する場合には、本学の協力を得て、

インターネットの利用（原則として機関リポジトリ）により

行うものとする。 

（学位の名称の使用） 

第21条 本学の学位を授与された者が、学位の名称を用いると

きは「明治学院大学」と付記しなければならない。 

（学位授与の取消し） 

第22条 本学において学位を授与された者が、不正の方法によ

り学位の授与を受けた事実があったとき、または学位の名誉

を汚辱する行為があったときは、学長は、学士にあっては当
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該学部教授会、修士、博士にあっては大学院委員会の議を経

て、すでに与えた学位を取消し、学位記を返納させ、かつ、

その旨を公表するものとする。 

２ 学部教授会または大学院委員会において前項の決定を行う

には、構成員の３分の２以上が出席し、出席者の４分の３以

上の賛成があることを必要とする。 

（学位記等の様式） 

第23条 学位記および学位申請関係書類の様式は、別にこれを

定める。 

（規程の改廃） 

第24条 この規程の改廃は、大学評議会の議を経て常務理事会

の承認を得るものとする。 

付則 

この規程は、昭和 39 年4月1日からこれを施行する。
 

 （中略）
 

2005年4月1日一部改正施行（様式８）
 

付則 

2007年4月1日一部改正施行（修士課程を博士前期課程へ）
 

付則 

2008年4月1日一部改正施行（第５条及び別表）
 

付則 

2010年4月1日一部改正施行（論文審査基準追加）
 

付則 

2013年4月1日一部改正施行（第９条、第 16 条、第 18 

条、第 20 条論文要旨、博士学位論文インターネット公

表、様式６、様式７備考３）
 

付則 

2016年4月1日一部改正施行（第４条、第５条１項、第６条

１項、第７条１項、別表第１の変更） 

付則 

この規程は、2017年4月1日から施行する。（第２条、第７

条、別表、様式２－２、法科大学院廃止による削除） 

付則 

この規程は、2017年5月12日から施行する。（第２条、文

言修正、第24条 改廃手続きの変更、別表、経営学専攻博

士前期課程廃止による削除） 

付則 

この規程は、2018年4月1日から施行する。（第５条および

様式２ 文言修正） 
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